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都道府県医師会長　殿

日本医師会長一

　唐　澤　　畔 人一

がん診療連携拠点病院の整備について

　時ド益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて今般、がん診療連携拠点病院の整備に関する新指針が定められ．厚生労働省健

康局長より各都道府県知事あて通知がなされ，本会に対しても周知．協力方依頼があ

りました．

　がん診療連携拠点病院については，「第3次対がん10か年総合戦略」等に基づき、

整備が進められ一ておりますが．重なる機能強化に向け、「がん診療連携拠点病院の指

定に関する検討会」において指定要件の見直し等が検討されてきたところであり。本

指針は．この検討会からの提言を踏まえて定められたものであります。

　つきましては，貴会におかれましても本件についてご1■知いただき．貴会管下郡市

区医師会，関係医療機関等に対し，周知．協力方よろしくご高配のほどお願い申し上

げます。

　なお、本指針に関し，参考資料として、①概要．②施行期日と移行期間の関係につ

いて、③新旧対照表がまとめられていますので，併せて送付いたします。
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がん診療連携拠，県病院の整備について

　標記については、　「がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会」からの提言を踏

まえ．別添のとおり定め、3月1目付けをもって各都道府県知車あて通知いたしまし

た昏

　つきましては、本件についてその趣旨を御了知いただくとともに・傘下会員に対す

る周知、協力方よろしくお願いいたします。
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⑤ 健発第0301DOコ号
平成20年3月1日

各都道府県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羅lrir一・・↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　il薫奪裂1三塁

　　　　　　　　　　　　働　局欝濾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1き三上ユ鷲ゴ麟

がん診療連携拠点病院の整備について

　我が国のがん対策については．がん対策基本法（平成18年法律第98号｝及び同

法の規定に基づく　「がん対策推進基本計画」　（平成ユ9年6月i5日閣議決定。以下

「基本計画」という．）により、総合的かつ計画的に推進しているところである。

　がん診療連携拠点病院については、全国どこでも質の高いがん医療を提供すること

ができるよう、がん医療の均てん化を戦略目標とする「第3次対がんlOか年総合戦

略」等に基づき．その整備を進めてきたところであるが、基本計画において．更なる

機能強化に向けた検討を進めていく等とされている二とから、　「がん診療連携拠点病

院の指定に関する検討会」を開催し，指定要件の見直し等について検討を進めてきた

ところである。

　今般，二の検討会からの提言を踏まえ，　rがん診療連携拠点病院の整備に関する指

針」　似下「指針』という．）を別添のとおり定めたので通知する。

　ついては，各都道府県におかれては．指針の内容を十分了知の上・がん患者がその

居住する地域にかかわらず等しくそのがんの状態に応じた適切ながん医療を受けるこ

とができるよう、がん診療連携拠点病院の推薦にっき特段の配慮をお願いする。

　また．指針に規定するr新規指定推薦書」等については．別途通知するので留意さ

れたい。

　おって、　「がん診療連携拠点病院の整備について」　（平成18年2月1日付け健発

第0201004号厚生労働省健康局長通知）は、平成20年3月31日限り廃止する．



がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

1　がん診療連　拠点病院r）指定について

　拠点病院をいう。以下同じ。｝は、都道紆県知事が2を踏まえて推薦する医療機

　関について、第三者によって構成される検討会の意見を踏まえ．厚生労働大臣が

　適当と認めるものを指定するものとする。

　に．当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか、がん患者

　に対する相談支援及び情報提供を行うため．都道府県がん診療連携拠点病院にあ

　っては、都道府県に1カ所、地域がん診療連携拠点病院にあっては、2次医療圏

　〔都道府県がん診療連携拠点病院が整備されている2次医療圏を除く。〕に1カ

　所整備するものとする・ただし・当該都道府県におけるがん診療の質の向一H及び

　がん診療の連携協力体制の整備がより一層図られることが明確である場合には、

　この限りでないものとする．なお、この場合には、がん対策基本法（平成18年

　法律第98号〕第11条第1項に規定する都道府県がん対策推進計画との整合性

　【こも留意弓司ること町

　病院とみなし、特に、他のがん診療連携拠点病院への診療に関する支援及びがん

　医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成等の

　役割を担うものとする．

4　厚生労働大臣は．がん診療連携拠点病院が指定要件を欠くに至ったと認めると

　きは．その指定を取り消すことができるものとする。

1　がん診療連携拠点病院〔都道府県がん診療連携拠点病院及ぴ地域がん診療連携

2　都道府県は、専門的ながん医療の提供等を行う医療機関の整備を図るととも

3　国立がんセンター中央病院及ぴ東病院は．この指針で定めるがル診療連携拠点

H　地域がん診療連　拠点病院の指定要件について

1　診療体制

（D診療機能

　①集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

　　ア　我が国に多いがん（肺がん、胃がん．肝がん，大腸がん及び乳がんをい

　　　　う。以下同じ．）その他各医療機関が専門とするがんについて、手術．放

　　　射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び緩和ケア

　　　　〔以下「集学的治療等」という。）を提供する体制を有するとともに．各

　　　学会の診療ガイドラインに準ずる標準的治療〔以下「標準的治療」とい

　　　　う。〕等がん患者の状態に応じた適切な治療を提供すること、

　　イ　我が国に多いがんについて，クリティカルパス（検査及ぴ治療等を含め

　　　た詳細な診療計画表をいう。）を整備する二と。
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　ウ　がん患者の病態に応じたよワ適切ながん医療を提供できるよう、一キャン

　　サーボード（手術．放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技

　　能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状．状

　　態及び治療方針等を意見交換・共有・検討・確認等するためのカンファレ

　　ンスをいう。以下同じ。）を設置し．定期的に開催すること。

②　化学療法の提供体制

　ア　急変時等の緊急時に（3｝の②のイに規定する外来化学療法室において

　　化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること。

　イ　化学療法のレジメン〔治療内容をいう。｝を審査し．組織的に管理する

　　委員会を設置すること．なお、当該委員会は，必要に応じて．キャンサー

　　ボーードと連携協力すること。

③　緩和ケアの提供体制

　ア　（2）の①のウに規定する医師及び（2〕の②のウに規定する看護師等

　　を構成員とする緩和ケアチームを整備し、当該緩和ケアチームを組織上明

　　確に位置付けるとともに，がん患者に対し適切な緩和ケアを提供すること。

　イ　外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること、

　ウ　アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応じて主治医及び看護師等が

　　参加する症状緩和に係るカンファレンスを週1回程度開催すること．

　工　院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受けら

　　れる旨の掲示をするなど、がん患者に対し必要な情報提供を行うこと。

　オ　かかりつけ医の協力・連携を得て、主治医及び看護師がアに規定する緩

　　和ケアチームと共に．退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上必要

　　な説明及び指導を行うこと。

　力　緩和ケアに関する要請及ぴ相談に関する受付窓口を設けるなど．地域の

　　医療機関及び在宅療養支援診疵所等との連携協力体制を整備すること。

④　病病連携・病診連携の協力体制

　ア　地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行う二と。また、が

　　ん患者の状態に応じ、地域の医療機関へがん患者の紹介を行う二と．

　イ　病理診断又は画像診断に関する依頼、手術．放射線療法又は化学療法に

　　関する相談など、地域の医療機関の医師と相互に診断及ぴ治療に関する連

　　携協力体制を整備する二と。

　ウ　我が国に多いがんについて，地域連携クリティカルパス（がん診療連携

　　拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表．共同診療計画表

　　及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を体

　　系化した表をいう．以下同じ。）を整備すること。

　エ　ウに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど、地域の医療機

　　関等と協力し。必要に応じて、退院時に当該がん患者に関する共同の診療

　　計画の作成等を行うこと．
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　⑤　 一セカンドオピニオンの提示体制

　　　我が国に多いがんについて．手術、放射線療法又は化学療法に携わる専門

　　的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオン〔診断及び治療法

　　について、主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見をいう．以下

　　同じ．）を提示する体制を有すること。

〔2）診療従事者

　①　専門的な知識及び技能を有する医師の配置

　　ア　専任（当該療法の実施を専ら担当していることをいう。この場合におい

　　　て、「専ら担当している』とは、担当者となっていればよいものとし．そ

　　　の他診療を兼任していても差し支えないものとする・ただし、その就業時

　　　間の少な（とも5割以上、当該療法に従事している必要があるものとす

　　　る。以r同じ・）の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医

　　　師を1人以上配置すること。なお，当該医師については．原則として常勤

　　　であること。また．専従（当該療法の実施日において、当該療法に専ら従

　　　事していることをいう．この場合において、　「専ら従事している」とは、

　　　その就業時間の少なくとも8割以ヒ，当該療法に従事していることをい

　　　う。以下同じ。）であることが望ましい。

　　イ　専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上

　　　配置するこ嵩なお、当該医師については、原則として常勤であること。

　　　また，専従であることが望ましい。

　　ウ　〔1）の③のアに規定する緩和ケアチームに、専任の身体症状の緩和に

　　　携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること。な

　　　お、当該医師については、原則として常勤であること．また、専従である

　　　ことが望ましい。

　　　　（1〕の③のアに規定する緩和ケアチームに、精神症状の緩和に携わる

　　　専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること。なお．当該

　　　医師については、専任であることが望ましい。また．常勤であることが望

　　　ましい。

　　工　専従の病理診断に携わる医師を1人以上配置すること。なお．当該医師

　　　については、原則として常勤であること。

　②　専門的な知識及び技能を有する］メディカルスタッフの配置

　　ア　専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を1人以上配置するこ

　　　と。

　　　　専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画

　　　補助作業等に携わる常勤の技術者等を1人以上配置すること．

　　イ　専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師を

　　　i人以k配置すること。

　　　　（3〕の②のイに規定する外来化学療法室に、専任の化学療法に携わる
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　　　専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること．な

　　　お，当該看護師については．専従である二とが望ましい。

　　ウ　〔1〕の③のアに規定する緩和ケアチームに．専従の緩和ケアに携わる

　　　専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること。

　　　　　（1）の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療心

　　　理に携わる者をそれぞれ1人以上配置することが望ましい。

　　工　細胞診断に係る業務に携わる者を1人以上配置することが望ましい．

　③　その他

　　ア　がん患者の状態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう。各診療

　　　科の医師における情報交換・連携を恒常的に推進する観点から．各診療科

　　　を包含する居室等を設置することが望ましい。

　　イ　地域がん診療連携拠点病院の長は。当該拠点病院においてがん医療に携

　　　わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及ぴ活動実績等を定期的

　　　に評価L。当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備するこ

　　　と。なお、当該評価に当たっては．手術・放射線療法・化学療法の治癒件

　　　数｛放射線療法・化学療法については．入院・外来ごとに評価することが

　　　望ましい．〕，紹介されたがん患者数その他診療連携の実績、論文の発表

　　　実績、研修会・日常診療等を通じた指導実績．研修会・学会等への参加実

　　　績等を参考とすること。

〔3）医療施設

　①　年間入院がん患者数

　　　年間入院がん患者数（1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。）が

　　1200人以上であることが望ましい。
　②　専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置

　　ア　放射線治療に関する機器を設置すること．ただし。当該機器は、リニア

　　　ックなど、体外照射を行うための機器であること。

　　イ　外来化学療法室を設置すること。

　ウ　集中治療室を設置することが望ましい。

　工　白血病を専門とする分野に掲げる場合は，無菌病室を設置する二と。

　オ　がん患者及びその家族が心の悩みや体験等を語り合うための場を設ける

　　ことが望ましい．

③　敷地内禁煙等

　　敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取り組むこと。

2　研修の実施体制

（／）原則として．別途定めるrプログラム」に準拠した当該2次医療圏において

　　がん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に実施

　すること。

（2）　〔1〕のほか、原則として、当該2次医療圏においてがん医療に携わる医師
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　等を対象とした早期診断及び緩和ケア等に関する研修を実施すること。なお、

　　当該研修については、実地での研修を行うなど．その内容を工夫するように努

　　めること。

〔3）診療連携を行っている地域の医療機関等の医療従事者も参加する合同のカン

　　ファレンスを毎年定期的に開催すること。

3　情報の収集提供体制

〔1〕相談支援センター

　　①及び②に掲げる相談支援を行う機能を有する部門（以下「相談支援セン

　　ター」という。なお．相談支援センター以外の名称を用いても差し支えない

　　が．その場合には，がん医療に関する相談支援を行うことが分かる名称を用い

　　ることが望ましい。〕を設置し、当該部門において、アからキまでに掲げる業

　務を行うこと．なお．院内の見やすい場所に相談支援センターによる相談支援

　　を受けられる旨の掲示をするなど，相談支援センターについて積極的に広報す

　　ること．

　①国立がんセンターがん対策情報センター〔以下「がん対策情報センター」

　　　という．）による研修を修了した専従及び専任の相談支援に携わる者をそれ

　　　ぞれ1人以上配置すること．

　　②　院内及び地域の医療従事者の協力を得て、院内外のがん患者及びその家族

　　　並びに地域σ）住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備するこ

　　　と。また．相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携協力体

　　　制の構築に積極的に取り組むこと。

＜相談支援センターの業務＞

　ア　がんの病態．標準的治療法等がん診療及びがんの予防・早期発見等に

　　閲する一般的な情報の提供

　イ　診療機能、入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野・

　　経歴など、地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集．提供

　ウ　セカンドオ■ピニオ■ンの提示が可能な医師の紹介

　工　がん患者の療養上の相談

　オ　地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の

　　事例に関する情報の収集、提供

　カ　アスλストによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談

　キ　その他相談支援に関すること

（2）院内がん登録

　①　健康局総務課長が定める「標準登録様式」に基づく院内がん登録を実施す

　　ること，

　②　がん対策情報センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務を
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　　担う者を1人以上配置すること，

　③　毎年。院内がん登録の集計結果等をがん対策情報センター一に情報提供する

　　こと．

　④院内がん登録を活用することにより．当該都道府県が行う地域がん登録事

　　業に積極的に協力すること。

〔3）その他

　①我が国に多いがん以外のがんについて、集学的治療等を提供する体制を有

　　し．及び標準的治療等を提供している場合は、そのがんの種類等を広報する

　　二と孕

　②　臨床研究等を行っている場合は．次に掲げる事項を実施すること．

　　ア　進行中の臨床研究（治験を除く。以下同じ。）の概要及び過去の臨床研

　　　究の成果を広報すること。

　　イ　参加中の治験について。その対象であるボんの種類及ぴ薬剤名等を広報

　　　することが望ましい。

皿　特定機能病院を地域がん診療連　拠点病院として指定する　Aの指定要件について

　医療法第4条の2〔昭和23年法律第205号｝に基づく特定機能病院を地域が

ん診療連携拠点病院として指定する場合には．Hの地域がん診療連携拠点病院の指

定要件に加え。次の要件を満たすこと。

1　組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行う機能を有

　する部門（以下「放射線療法部門』という。）及び組織上明確に位置付けられた

　複数種類のがんに対し化学療法を行う機能を有する部門（以下r化学療法部門」

　という．1をそれぞれ設置し．当該部門の長として。専任の放射線療法又は化学

　療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師をそれぞれ配置するこ

　と．なお．当該医師については、専従であることが望ましい。

2　当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対し、高度のがん医

　療に関する研修を実施することが望ましい。

3　他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行う医師の派遣に積極的に取り組むこ

　と。

IV　　道府県がん診療連　拠点病　の指定要件について

　　都道府県がん診療連携拠点病院は，当該都道府県におけるがん診療の質の向上及

　びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い、Hの地域がん診療連

　携拠点病院の指定要件に加え、次の要件を満たすこと・ただし、特定機能病院を都

　道府県がん診療連携拠点病院として指定する場合には、皿の特定機能病院を地域が

　ん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え．次の要件（⊥を除く。〕

　を’満た■ザこと己

　一1　放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し。当該部門の長として、専
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　任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤σ）医師

　をそれぞれ配置すること．なお、当該医師については、専従であることが望まし

　い。

2　当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及ぴ技能を有する医師・

　薬剤師・看護師等を対象とした研修を実施すること。

3　地域がん診療連携拠点病院等に対し．情報提供、症例相談及び診療支援を行う

　こと．

4　都道府県がん診療連携協議会を設置し．当該協議会は、次に掲げる事項を行う

　こと．

〔1〕当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体制その

　　他σ）がん医療に関する情報交換を行うこと。

（2）当該都道府県内の院内がん登録のデータの分析、評価等を行うこと．

（3｝がんの種類ごとに．当該都道府県においてセカノドオピ二才ンを提示する体

　　制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成・共有し．広報

　　すること。

（4）当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院への診療支援を行う医師σ）派遣

　　に係る調整を行うこと．

〔5〕当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携クリテ

　　イカルパスの一覧を作成・共有すること、また．我が国に多いがん以外のがん

　　について、地域連携クリティカルパスを整備することが望ましい。

（6〕Hの2の（1〕に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が実施

　　するがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その他各種研修

　　に関する計画を作成すること。

V　　指定病　の取　い、指定・指定の更新の推薦手続等、指針の見直し及び施行期日

について

1　既にがん診療連携拠点病院の指定を受けている医療機関の取扱いについて

〔1）　「がん診療連携拠点病院の整備について」　（平成18年2月1日付け健発第

　02010胆号厚生労働省健康局長通知〕の別添「がん診療連携拠点病院の整備に

　関する指針ユに基づき、がん診療連携拠点病院の指定を受けている医療機関

　　（以下「既指定病院」という。1にあっては、平成22年3月末までの間に限

　　り、この指針で定めるがん診療連携拠点病院として指定を受けているものとみ

　なす。

（2〕都道府県は．既指定病院を平成22年4月1日以降も引き続きがん診療連携

　拠点病院として推薦する場合には、推薦意見書を添付の上、平成21年10月

　末までに．別途定める「指定更新推薦書」を厚生労働大臣に提出すること。

〔3）1の1及び2、皿からIVまで並びに3の〔2）及び（3）の規定は．既指定

　病院の指定の更新について準用する。
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2　指定の推薦手続等について

｛1）都道府県は。1の1に基づく指定の推薦に当たっては．推薦意見書を添付の

　上、毎年10月末までに．別途定める「新規指定推薦書」を厚生労働大臣に提

　出すること。また．地域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病

　院として指定の推薦をし直す場合又は都道府県がん診察連携拠点病院を地域が

　ん診療連携拠点病院として指定の推薦をし直す場合も．同様とすること。

（2〕がん診療連携拠点病院は，都道府県を経由し、毎年l　O月末までに、別途定

　める「現況報告書』を厚生労働大臣に提出すること。

3　指定σ）更新の推薦手続等について

（1）1の1の指定は、4年ごとにその更新を受けなければ．その期間の経過によ

　　って、その効力を失う。

（2）　〔1〕の更新の推薦があった場合において、　（1）の期間〔以下「指定の有

　効期間」という．）の満了の日までにその推薦に対する指定の更新がされない

　　ときは、従前の指定は．指定の有効期間σ）満丁後もその指定の更新がされるま

　　での問は．なおその効力を有する（1の1に規定する第三者によって構成され

　　る検討会の意見を踏まえ、指定の更新がされないときを除く∂。

（3〕　（2）の場合において．指定の更新がされたときは．その指定の有効期間

　　は。従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。

（4）都道府県は．　〔1）の更新の推薦に当たっては、推薦意見書を添付の上、指

　　定の有効期間の満了する日の前年の1D月末までに、別途定める「指定更新推

　　蘭書」を厚生労働大臣に提出すること。

〔5〕1の1及び2並びにnから理までの規定は、　（1｝の指定の更新について準

　　用する、

4　指蛋十の見直しについて

　　健康局長は、がん対策基本法第9条第8項において準用する同条第3項の規定

　によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める場合

　には、この指針を見直すことができるものとする。

5　施行期日

　　この指針は、平成20年4月1日から施行する・ただし、Hの3の（1）の①

　及びnの3の〔2）の②については．平成22年4月1日から施行する。また．

　Hの1の（1）の④のウについては、平成24年4月1日から施行する．
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参考

がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

　　　　　　　〔定義の抜粋）

1　我が国に多いがノ

肺がん、胃がん．肝がん、大腸がん及び乳がんをいう。

2　クリテイカノレノくス

　　検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をいう。

3　キャンサーボード

　　手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及ぴ技能を有する医師その

　他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状、状態及ぴ治療方針等を意見交換

　・共有・検討・確認等するためのカンファレンスをいう。

4　レジメ’

治療内容をいう。

5　地域連携クリティカルパス

　　がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表．共同診療

　計画表及ぴ患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を体系

　fヒした表をいう。

6　　セカンドオピニオン

　　診断及び治療法について，主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見を

　いう。

團　　当該療法の実施を専ら担当していることをいう。この場合において．　「専ら担当
　している」とは．担当者となっていればよいものとし、その他診療を兼任していて

　も差し支えないものとする．ただし．その就業時間の少なくとも5割以上、当該療

　法に従事している必要があるものとする。

國　　当該療法の実施日において、当該療法に専ら従事している二とをいう。この場合
　において，「専ら従事している」とは．その就業時間の少なくとも8害1』以上、当該

　療法に従事している工とをい先
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9　年間入院がん患者

　　1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。

10　放射線療法部月

　　組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに粗し放射線療法を行う機能を有す

　る書5P『をし、う爵

H　化学療法部門

　　組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し化学療法を行う機能を有する

　部門をいう．
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①概要

②施行期日と移行期間の

　関係について

③新旧対照表



脚　　‘　旺1一＝

　かん診療連鷹拠点病院1こついては、全国どこでも質の高いがん医療を提供することができるよう，がん医療の均てん化を戦略目標とする「第3次灯がん10
か年繰合戦略」箸1［基づき、その整備を進めてきたところであるが，がん対策推進基本計画（平成19年6月15日間麟決定）において、更なる機能強化rこ向

けた検討琶進めていく箸とされていることを踏まえ，　rがん診療連携拠点病院の整備rこついて」　（平成18年2月1目付け健発0201004号厚生労憧省健
康局長通気（以下「現行指針」という、））について．所要の見直し（全部改正〕を行うもの。

吋『　　’　　　■　　岩

1　がん診療連携拠点病院の措定について

「
　■　　　　　一

〇　地域がん診療連携拠点病院にあっては、2次医療圏に1カ所程度、
　　また、都道府県がん診療連携拠点病院1こあっては，都道府県に概ね

　　1カ所整備すること。

」

O　都道窟県がん診県連抵拠点病院1こあっては、都道府県「こ1カ所．地域

　がん診療連携拠点病院にあっては。2次医療圏（都道府県がん診療連携
　拠点病院が整備されている2次医療圏を踪く。）に1カ所整備すること。
　　ただし、当該都道冠県におけるがん診療の質の向上及びがん診環の連1

　携協力体制の整備がより一層図られること力朝確である場合には．［の
　限りでないものとすること。

H　地　がん診療連携拠点病院の指定要件について

■

O　放射一線療竃（専門としている場合）

　．一l／専門的知識を有する医師が1人以上配置されているか、又は他の
　　医療モー競闘から協力を得られる体制が確保されていること。

　宴　専ら〔専従）放射線治環に従事する診療放射線技師が1人以上確

　　保さ殺ていること
　3　放射線治療装置〔機器）の操作・保守に精通した者か酒己置されて

　　　いるび．又は他の医療機関から協力を傳られる体制を整えているこ

　　　こが望ましい。

　補　放射線治療装置（機器）が設置されていること、
I　O　化学療法
I　i1一専門的知識を有する医師が1人以上配置されているか，又は他の
1

　　　医療機関から協力を得られる体制が確保されていること。
　　2　がん薬物療法に精通した薬剤師が1人以上配置されていることが
　　　望ましい．

　一一一3】びんの専門看護1こ精通した看護師が1人以上配置されていること

　　　力僅ましい．
　　4一一外来流がん剤治環室が設置されていることが望ましい。

o　放射線療法
　①　専任の喜門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること。

②　専従の放射線治療1こ携わる常勤の診療放射線技師を1人以上配置す
　ること、

⑤　喜任の放射線治療1こおける機器の精度管理等に携わる常勧の技術者

　等を1人以上配置すること，

　④放射線治療1こ関する機器を設置すること。

O　化学康法
　①　専任の専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

②　等圧の専門的な知識及び技能を有する常勤の葉剤師を1人以上配置

　すること，

③一外来化学療法室1こ，専任の専門的な知識及び技能を有する常動の看

　講師を1人以上配置すること、
i帥　外来化学療法室を設置すること。



O　医師．看護師、医療心理に携わる者等を含めたチームによる緩和医

…　療の提供体制琶整備すること。ただし、当該提供体制1こは。一般病棟
i　Iこおけるチ一一ム医療の一部として緩和医療を提供てきる体制を含むこ

1ごとすること一

』　　現行指針1こは規定なし、
　一　一

O　緩和ケアチームを整備し、組織上明確に位置付けるととも1こ、その

　構成員として、
　①専任の身体症状の緩和に携わる喜門的な知識及び技能を有する医師
　②庸神症状の緩和に携わる専門的な知識及び技能を有する医師

　③専従の専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師

　をそれぞれ1人以上配置すること。
O　外来1こおいて専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること，

一

　　　一’　、

黶@〇　各医療機関が専門とする分野において，　（院内）クリティカルパス O　我が国に多いがんについて、　〔院内）クリティカルパスを整備する

の整隔力塑ましい． こと＝

　O　現行指針には規定なし。I　O　我び国1こ多いがん「こ⊃いて．セカンドオピニオンを提示する機能を

@　持つか、又は施設間連携によって対応できる体制を有すること。

O　キャンサーボードを設置し，定期的1こ開催すること。
n　我が国1こ多いがんについて，手術．放射線療法又は化学療法に携わ
@る喜門的な知識及び技能を有する医師「こよるセカンドオピニオンを提

示する体制を有すること。

O　地域連携ク∪テイカルパスの整備が望ましい。 O　我が国に多いがん「こついて．地域連撫クIJテイカルパスを整備する
こと。

I　O　病理診断医が1人以上配置されているか、又は他の医療機関から協 O　専従の病理診断に携わる医師を1人以上配置すること。

カを得られる体制が確保されていること．
一　一　　田　　一一

O　主に地域のかかりっけ医箸を対象とした，早期診断、緩和医凛等「こ

　関する研立一筆を実施すること、

O　これまでの研修に加えて、地域のがん医療1こ携わる医師を対象とし
　た緩和ケアに関する研修憂毎年定期的「こ実施すること。

　唱謹支藩一望ン9－

I　O　相談支援センターに専任者が1人以上配置されていること。 。鹸些1舞議灘隷茗薯薯軽羅圃

　院内がん登録

　O　診療縁管理（がん登録実務を含む）に携わる専任者が1人以上確保

　　さ抗ていること、

IO現行指針1こ「襯題し・
1　一■一

O　国立がんセンターがん対策情報センターrこよる研修を受講した等圧

　の院内がん登録の実務を担う者を1人以上配置すること，
O　毎年，院内がん登録の集計結果等をがん対策情報センター1こ情報提

　供すること。



　皿　特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件について　　※Eの措定要件忍寵している必動一ある＝

「δ一胆数種顯の腫瘍1こ対する抗がん剤治療を行う機能を有する部門（腫　　　　　　O　放射線療法部門及び化学環涯部門をそれぞれ設置し・当該部門の
1
　　瘍センター等3を設置すること。当該部門の長は、専任とすること、　　　　　　長として、等圧の放射線康活又は化学療法1こ携わる専門的な知識及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び技能を有する常勤の医師をそれぞれ配置すること。

四　都道府県がん診療連捷拠点病院の指定要件について ※且の措定要件（詩定機能病院「こコいτは皿の措定要件〕を届たしている必要がある，

「一　　　　　　　　　　　　一一旧

1。現行酬こは齪乱
1

L

O　都道府県がん診療連携協議会を設置し，当該協議会は下記の事項等

　を行うこと．一

　』f現行指針には規定なし，

嬰現行指針には規定なし。

曾都道府県レベルの研修計画を作成すること。

放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し。当該部門の

び技能を有する常動の医師をそれぞれ配置すること．

O　都道膚県がん診療連携協議会を設置し，当該協隔会「よ次に掲げ

　る事項等を行うこと。

　〔Dがんの種類ごとに．当該都道府県1こおいてセカンドオピニオンを
　　提示する体制を有する拠点病院を含む医療機関の一覧を作成・共
　　有し、広報すること二。

　②当該都道府県における拠点病院が作成している地域連携クリティ
　　カルパスの一覧を作成・共有すること、

　③がん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その他
　　各種研修に関する計画を作成する［と。

V　既指定病院の取扱い、指定・指定の更新の推薦手続、捲針の見直しについて

O　I日宿針に基づき．地域一がん診療連携泓点病院の指定を受けている医

　療機関にあ〕ては、平成20年3月末までの間に限り、現行宿針で定
　のる地域がん診療連携拠点病院として措定を受けているものとみなす
　　こと一、

O　がん診療連携拠点病院は、指定後2年を経過する日の前年の10月
　　末までに別途定める「現況報告實」を都道府県を経由の上、厚生労笹
1大臣1こ提出すること．

O　現行指針「こ基づき、既にがん診療連携拠点病院の指定を受けている

　医療機関にあっては、平成22年3月末までの間に限り、新指針で定
　めるがん診療運撞拠点病院として措定を受けているものとみなすこと，

Oがん診療連携拠点病院は、者随府県を経由し、毎年10月末までに
　別途定める「現況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

■一　　　一＝■
軋　　　一一　■

O　平成20年4月1日

O　だだし、国立がんセンターがん苅策情報センター1こよる研修を修了した相談支援1こ携わる書及び国立がんセンターがん対策情報センター1こよる研修を
　受講し［院内がん登録の実務を担う者の配置に係る規定1こついては．平成22年4月1日から施行すること・また・地域連携クリティカルパスの整備1こ

係る規定については、平底24年4月1目から施行すること。



施行期日と移行期間の関係について

新指針の施行期日は、一部の規定を除き（※）、平成20年4月1日であるところ、現行指

針に基づき既一、　雪…勿　’
移行期間が2年であったことを踏まえ、平

凡 ・剤こ　　ては　1日指針から現行指針への

3・目1邑にづ’自一とみな、す一ものとする。

平成20年4月1日 平成21年4月1日 平成22年4月1目

新指針に基づく

奄ﾟての新規指定

新指針に基づく

Q回目の新規指定

現行指針に基づき既に指定を受けている拠点病院の　　一＿

@　　　移行期間〔新指針によるみなし期間〕

新指針に基づく

@　　更新

注1　旧指針とは平成且3年8月30日付健康局長通知、現行指針とは平成18年2月1目付健康局長通知のことである。
注2　都道府県は、現行指針に基づき既に指定を受けている拠点病院を平成22年4月1日以降も引き続き拠点病院として
　推薦する場合1こは、平成21年10月末までに、　r指定更新推薦書」を厚生労働大臣rこ提出する必要がある。



がん診療連携拠点病院の整備について（厚生労働省健康局長通知） 新旧対照表

［ 新通知
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新指針 現行指針

がん診療連撰拠点病院の整備に関する指針 がん診療連携拠点病院の整備に関する指針
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エ　かか1，つけ藍の　∫・’ て の　　医一計画を含めた■ワ

昼些堕一病病連携・病診連携の体制
　ア地域の医燦機関から一患者の状態に型生地
　　域の医療機関へ里道温血を行う二と，

　　　　　　　　　　　　　　　　　口が一互に痛伊　イ

　等蟹を行うこと■
　一　　　一　　ダー　テ　　カーレ■三ス　　：一上　　　　　引　　 一　　　　一1

　　一一』」　丁　『『の　　　一た　　　　　　　　　　　一P一口

　つ障　1二ひ　・■　　『占　　　　であ号　　　　　　　に　・ゴ三

　　　　　　　　すること．
立

三　地域連携ク『テイカルパス重壁逓送里圭L』き

の一療　　の求めに応じて　がノ“患者一の作成

　　に　 一1プ『一

て　　一に　　門

　一一　　　酵iこ■

ずF　一「一　　い「一



わる医師の配置に

〔21診療従事者
　⑪　専門的ながん医

口が1覚上配置されてい
iIIが砧倶ホ札ている二と。鑓られる

する　　的知
赴関から協力を

に　
の

冶　
江
んが一

　

一

　
オ
　
る

ア
一

をから

　』上　　され
保されている二

　イ病理　 一が1人工上　 されているか又はの一
　　■．られる　 1が砲甲呆きれてレ“　こと

　ウ　　射　　　・　　に　する　［　知識を　ずる　　一が
　　てい　か　又は他の医　機　から　ゴか　　’　　　が

　」②専門的な塑ん一に　わるコメディカルスタッ7の配置

まれ

弐
』師が1人以上配したに［一　がん　愚　 一　　か

れていることが望まし」ゆ

アー

C
一

が壁土しそれ人』理に医ウ

上確保千わるを

王塑塁
す

■

一
一

一

一ら介はげ年に一一1

1
オ
一

　皿を提・rい彩る旗師1を有甘・るエと一
11診療従一’弾者

：£　1『’IIFI的’蜘コ識一び一能を　する医輌の配置

　㌃一　」』可モ　1｝i玉壷斑法の実一一を　 一　旦当してIAることを」へう　 二の堀Aにヰオレ1

　　一て　　一一臣避目当している　 と1土　担当者’となって㌧rナUガ　い吐のとし

　　ヴソ虚語繰車　一工一ていても差し支えなし“　のとする一ただし　その翫　時
　　Ili－r一少なくとも5概言『二i　当該　 ．に『　している必要がある　の≧一る一

　　以言置己一1ゴー放射一　一法に　わる　H的な知一ぴ　　を　する医1を
　　　1尺以二配直する二と一なお　一「　自については　　IIとして　　であ
　　る二と一また　　一■　『当該一一　の実　Hにおいて　当　　　に一ら　一　L
　　ていることを1．β『〕　二の　合において　1　　　している　とは　モσ＝
　　創二望特出σ一《レなくとも巳　ユ：一ヒ　　目糞　去1二『　一し一〔｝rる二とを1一一う　虻

　　下蔦巳一　である二とが輌ましい
　一　一」∫壬のヒ帯療法に携わる一　『的な知　　び　　一　する医rを1人畳上
　　配置司’7T．『　な一■　当　「師については　庫1とし　　　あ　こと

　　三主だ　 晦　ヨである二とが　 ましい
　　ウ　一ill仰⑭のアに　　する一　ロケアテームに　　　の身　症一の　口に
　『務わる匠三的拙知識及び　能を一する医師を1　nヒ　　することなお
　　匠該鷹師について1よ　一1臣1として常　であること　また　，従である二と
　　が型一圭一，一一

　　　　11㌔の蔚のアに一定する　一Pケアチームに　一伸症、の　和に　わる
　　i一一門的な茸1識及び並　を一■　詔　　L人以上配　する二と　な’■鼎
　　医Rlについてば　　一差である二とが一望ましい　また　　　である二とが望

　　虫言い

　　エr三従一り病理倒祈にわる一を1人以上配する二と試お　1　　については　原凱1一とし■〔常勤である二と

　　1－1攻射線療証1に携わる曳師1こ關してはアに規定｝

忽　！lI】rl一」11一』な裳II亜最ひ　能をマるコメディカルスタツ7の配置

　ア　1μ炉の敵†領治1二わる常σ一〕一　　　自　τ　』上　　■エ
　　f一一
　　一隼の歳耀冶一一における楠一6の鯖度　理　照　十画の　’IF　誤射計画

　　…凹僅鵠一にわる常断岸コ術一一1人』上　すること
　イ一一”壬の化m療法にわ　一開一瓶知識及び　を一　一の　口を
　　τ。一一．以ヒ一三1　すること

　　　r萄の一品⇒イに規定する　　イ　一室に　一任のヒ琳　　に　おる
　　一1享■H削』な主コ諏、び一一…を　する｛勤の一　自を1　亘上　　　ること　な

　　お　！一一一一01については　専従であ　ことが望ましい
　ウ　　コ　の恩のアに規定する一和ケアチームに　　従の　ロ　アに　わる
　　一峯1桐“ド』な虹1識一反びゴー…一を　する一　の一　師を1　亘上　　するエと

　　　1レカ「工のアに規定する一　「1ケアチームに　カ　る　　1及び　　一■・
　　i旧に盤わる　一をそれぞれ上人＝：一巳　　することが望ましし“

　Ir1蔽一暁硅fに関」ては呂の（21の②一に規定1

する二と工㌧以上二　剤II一一診断に係る■務に一まrる　一一

1診療散財線筆削に関二、てはアに規定：
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一

1

謂 、がl　f 一　れドい　　二と一

　壁土壁皿
　　アがノー想三者の状態に応した一い月1一瓶がん一を一≒で嵐。k『　診療
　　一且＝剛コ医師における情組交換・連携を恒常的に推進する観点から，軒診療科
　　　造一包含、一1■る一驕一宗等を重壁雌1’ることが耕ましし、一

　　イ国城がん諺癖’拠点病院rっ長は．　点病においてがん医1こ

　　　なお，坐蓮評価に当たっては■二一’　　　法’一ρ療去の
　　　躬一一一療法＝1ヒ一思一法1二ついては　ノ～　・　来ごとに一　　ることが望まし

　　　い、　　　きれたがん患畜　その他　　’　の　　．論文の範表実　。
　　　研修会・H常一惨痛等を通巳た指導実績。研修会・学会等への尋茄実績零を

　　　毒茸一利■一一う二！。

〔ザ1医療施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fである二と

　　並一　　皇　1荘巾治療室堂堂置土互二とオ｛望ま』い。
　　工　 白血＝li肩を専P『とするう｝野：こ掲一ずる場合1ま．焦繭病竃麺二と■

　　1外史化学療法富に閲して：土イに規定〕
　　〔放射線治療に関ずる蝿器に関してはアに，精度管理等を行う者’に関しては
　　　〔2一　ザー軽一のフ隔二規定〕

　　　一二一』が　　まし＝耳一

壷鎧齢鑑謹虻∫劃策融的嘲組む二と，
琶　研修塑童1・忙制
「li－1東員IIとしげ　　II■島白める　「プログラム　1こ　　した当該2　医　　1：　’いて

　がん笹療　　わる一師を・　　した一和ケアに　する研修　　一　　　一に実

世171　1】τ一　の巨オ・　原質1として　 当睡2　’一　　にヰ5いてがん医　 に　わる　師等を鰐亀とした巳期離断髄立二等に関する研億を塞施する一と、皇室L一
■「輩研修については　実．匡での研峰を行う’ど　手の内　をエ失するように

豊羅攣襲塁鞭羅轟講1
　とが望まし」、．

豊　当董拠点病院の長は，一の専門性生活動実積i
　等を這期的に評価L，　する二と。
　　ねお．評価に当たっては．　　一　一　■　介一　一　手『一　　　がん
　　　　牛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　裏1　論文発表実績，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一実績，研修会・学会等への奉加
　『盤績等を参考にする二ととする．

1鋤医療施設

Φ　専門的治療室の設置

■　集中治療室一ことが望良しい。
並　白血病を専門とする分野に嗣げる堀台は、無菌病室一こ
　と、

ウ　外　　がん　　　一室が設　 されてレ、　こと動＝望まし｝、

三放射　をと■にげるムは放射 肥が＝さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た　一
　　は　の医　　　から協力を■られ　体　を　えている二とが望ましい

　豊

2　研修体制

翻

（1　主に　　のかかりつけ
を実施するエと。なお

のたばこ対策に積極的に取り組む二と．

薄を対象とした一早期診断」腫等に領する研
　　　　■の　　・選定にきたっては　医

一

1

些一i3：一　彦嘉’　批キそ『つ一〔1“るま也　　の　 一
一

の　差の一正に1　すること

　エエ上一，　　　　　　　　　　　　圃幽・3　坤総三些些堅提供休制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苫　情蝉提供体制

1耳一伺鍛え　センヲー

　　服σ晶に享鵬相灘援禦機能を桐一る部門1迎蝉岬センタ皿一相談鯉襯締する部門〔相融融ンタ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．5．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　拠宅病　　外のミ師による公　カンファレンスを定期的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がん諺一　　の医療従事畷　加するA同のカン

1



一
　
　
1

＝が一旧一…＿い一）　を設置L　当絵　　において　アか■キまでに　r

　　　　　なお　　　の見
“2けr、れる旨の　示かするなど　一襲支　センターについて　　的に広　する

1

＝一一一」

① センター
従　ぴ一

　一、一診　塑σ1医療従事者の協一一を得て、院内外の塑患者聖家族
　　・1「iひに地域の生型医燦機関等からの相談等に対応する体制を整備する…
　　と一　ま上　 口催主　ヰこ捌し・■武一　　　するがメ凶　書’一　’との一

　常の構築に　傭的に　一〕一む二と一

「　（相淡一虻掻センターの彙務〉
　　ア　　びん一一洞南態．標準的f台療法弊オ1一一診療及びオ1んσ）予防’・

　　1二関する　三股的オぐ清田の揖供・
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁　、　　　　　　　　　、
　　イ　捗一一　曼入党・外・耐コ甜ち　口　び　　　 ■の　　と

一

⊥豊歴蛙一地域の医療機闇且埜医療従事者に関ずる情報の収集、畳
辿

ウ　〔略〕

工　並一瞥者の療養二乃搾蓑
　　〔肖II除i

1　　　工　 一rの一■蕪磯1罰責ひ医擁一事
　　　　　卜㍗瞬IIに糊する　一の一　　供

　　　　胃　糊1
　　一　キ　一∋一「“一出明一淡土猛1二関■rる二と

　　し

におけるがん　　　の’　　協力体

「1：一院内元三1ん

　Ωユ　一一「一局融　課’が富める二標準登録様式しに基づ（院内がん登蛛を実施す一

　　るエと一
　彰一：、r一…筆f　坐センターによる研修を受註L彪一モの院内がん壁録の実一か
　　到一1一一　写を　1　■覧以」三自己　　寸一る二　と

　　二と一

べ　並　院内が“一登録を活用†る二とにより、堂董都道府県が行う地域がん登録事　　叢iニイ画趣的1二1畜力■fる二と．

怖iモの亀
　「『、一我が圃に事一．“がル以外のがんについて．輿学的治療笠一
　』　　上」一反び標準内治艦笠を麺掛合は・その童些些壁亘等を広報する
　　二と「一

　豊　臨火研究等を行っている場台は、塑里を実推するエと、
　　ア　准行中の臨床研究　■「　を除く　二下このアにおいて同巳　の　　及
　　　て∫『割去の距一1末研究の月虹果を広報する二と．

①　当 に一 p■が1　置上酉　圭　ていること．

　る体制を整備する二とβ

　　　　　　　　翻ず

⑭　当較、㌦ま　　　　　　　　　がん
幽匹　外の患者』家族亜型［地域の医療機関等からの相談等に対応す

二おい　　」

　点一

　の一　、　　　　して　　　　　　一一『一い

内　の医療従事番の協力を得て，

　（相談支援センターの業務〉
　　ア　iがんの痴態、標準的治療濫等がん診療に係る　一般的な医療蜻報

　　の提供
　　イ　地域の医療機関皇医療従事者に関する情軽の収彙．置

　　ア　　一　　の診　　　　院・　来の　ち時　　訪問看　を　供

　
量
る
一
　
甲

ウ
エ
ォ
ー
カ
ー
キ
ー
エ
ー

　　　　　■の　　 と寸■る　　　　一一　　一　文

壁セカンドオピニオンの提示が可能な疾師の紹介世者の療養上の相談
　　　　の　一　　　　かか匂つけ医　　4こ　　　一・

　　を・　とした一概
各地　 にお1　　由・由・りつけ　　　医　機調との’虚

■介一の掘

　　の
アスベストによる肺がん及び中皮腫に開†る医療相映
モの他』相扶支援に関する二と
　　　セ■タr“フ　　　について日日　　　一　に　　　†　・、一一一

に　す

　
　
　
」

　匝掛。は，モの塵等を息報ずること、

⊥サ　藷緩臨論島＿過去の蹴研究の
　　　成果を広報するエと。

　　　　　　　　　　　　　　　　がん　 宮がん前章腺がん塑　離がん＿些些」我が国に多いがん以外のがん

　　　がん　　胱がん　　がん　・・児がん　一血器腫　　　について，集学的治

　療及び　　ムの　　ガイドラインに箪笥　標也一治療一を血
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　　正　箏一如IIIの治験』二ついて，土壁童墾玉一及び渠剤名等を広祀
　　　司■る二とが一望窯しい．

1院ド・1がん一登録に関してi土　121：こ規定1

　　歪療法第4条の2」一しに基づく特定機能病院を蟄篁が
　“！一夏イ半旺一力IIえ，次の一夏『「ドを宇高たす二と．

　1　－iI匡一心」＝明石皿：こイ並置イ・上一才ら才した　 一　種類σコ応＝ん1こ・L　　　　　，　■一う　　を

　　する部IIll『以下　放射一一　『　一問　という　　び　一上明　に立　付けられた

τ［1特定機能病院を　　’がん診療“　拠点病　として　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る　ムの　 定　　牛について

一ル診療地搗拠一lr一病覗として指定する掛合並並。皿の地域がん診療連携拠点病院の指

療法に一rわる専PL1的な　　　濯び る辞　の・師をそれぞれ配　するこ

　　豊　参加中の治験雌，土璽遡及び薬剤名等を広報する二とが
　　　望ましい。

」邑上型塗定める標準登録様式に基づく院内がん登録を実施すること、圭一塾
　　院内がん登録を活’用することにより，都道府県が行う地域がん登録事業に積極

　　的に協力することβ

　　医療法第4条の2に基づく特定樺能病院をがん診療連携拠点病院長指定ずる掲
　音、　皿の地域がん診庫連携拠一転病院の指定要イ牛に南口え．次の要イ牛を満た■r二と．

　　　　　　　　　　　　　　拠　一　に　足する場合の指定要件について皿特定楓能病　がん

1

種類の腫　に がん瓜を一う　を†る［腫瘍センター
　　　　　　こと
u　当■　「の一は とする二と

！　当ホ　一i一・　におけるがル診療連携拠点病院笠の医師専一
　鑓研i一垂を『　一するこ≧が望ましい」

ゴ■上一塁がん診療連携拠点病院の医師等曲研修を置土i
　些なお　研修（参加する医

並「　】一　E　　　　を　　す札ぱ　　　　　　　　一二　‘一．1
　　■　する：こあた而ては公正を期

の　 一声　『して｝　L重え一一一

路

3

1

：旦一塑方，県かん診　一　拠点病『の指定要件について
　　都道，符ll一しが’、診療連携拠点病院は，一　　　一県におけるがん診

　げが一し豊療の■11［携　　11一一　　　　に

　　一一当該一1面革県においてがん医療に　わ　　　　一f知識　び　一一卓　する医師・

　＝蝿昂師・

　　地域がん診療運構拠点病院等に対し，情紐提供，症例相淡墨墾診療支援を行う

　　レ

　二上。

一D　：角癌都■府県における工1ん診一の一束　　力　　一1　び相　支　の　　一　　ヰの

⊥　都道府1・liLがん俘療速構協議会を設置し、当該協謹会は鋤事項を行ゲ

2　他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行う医師の派遣に積極的に取り一組む二】
一と一

日道府がん診療■拠点の　について
　　都道府県がん診療連鶴拠点病院は，皿で定める地域がん診療連携拠点弼院の指定

　要件に加え，次の要件を満たす二と。

1
一

心一ながん診療機能を担い

　　　　に　　がん□　’　拠点病院で　　　’がん一　　一う医師・蓮剤師・

　　　　　　　　　　　　　を実施すること。
」■」L地域がん診療連携拠点病院等に対し、情報提供、症例相談量診報支援を行

　　うこと．

上都道府県がん診療連携協議会を設置し、当該協謹会は塾事項を行う旨　一

　地話rがん一医療1二関する情銀交換を行うこと、

1一一「百骸都道府県内の院内がん登録のデータの分析。評価等を行う二と、

亜　一がん医療に関する情報交換を行う二
　と■

豊　都道府県内の院内がん登録データの分析、評価等を行う二と、

遮 ．7．



1

「4■ 囎｢一『一r－1一県におけるがん別

　に｛来る鯛幣をイ了う二と．

51“i該il－r府県におけるがん診

痢　＾の診療支援まエL｝医師の派遣

一一している地 ターテ

盈　一診療支援医師の派遣調整を行う二と、
璽　地域連携クリティカルパス皿盛出直二とが望ま」い、

に関する計画　　一」する二と

v　　一指虚病’『の　　　い の吏　の の　　一し　び　一　日V の　　　’ の　　一し　について

1

一

1

1

1こついて

1　既にがル診療連携拠点病院の指定を受げている医療機関の取扱いについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一2月1日一け

　鵯藷1慧ゴr繰綿良懲爾諜繋り1畳
　二の指塾一で署めるrゴん診療連携拠一且病院として指定を受けてL三るものとみな

r

‘織離一ま・、蜜雛蟄盤錯輩控鰍階驕
　κま一じ：こ，博」途定げ重る　一指定更新推薄書1を厚生労働大臣亘提出すること一

巳　　　　　　　　手続等について

1コ｝邪避府県は，レー一月に基づく指定の推薦に塾、推薦意見書を添付の
　上，毎年10月末生でに一別途定泊る「新規指定推薦書一を厚生労働大臣些塵
　1†1する二王．主一一ヒー地域がん診療連携拠京病院を都道府県がん診療連携拠点病

　ん診療浦撰拠点岳院ど」て目覚の一　をし．す掛合も，同様とする並一
121が“ゾ緯瞭連樹拠点病院は．　一苫・　　由し　一年1ロ　までに別遼建
　　める　｝旦況嶺÷11苫　を厚生労働大臣：こ促出ずる二と。

5　『旨定r一一更新塑について
〔1i　Iの1の指：～は．4年ごとにその更新を受けなければ，モの期間の経過によ

　つて．その効力を失うr
12111Dの幽があrt堀合にお」一て■陳　の　　　堂　　1指定の有
　却1期「1牛1＿上⊥亘」』しの滴下の巳までに手の　　に塾する指一一の　　がされない

　　ときは．匙前の指定は．指定の有効期間の満了後も　の　　の　　がきれるま

　　る植付血出世昇一．　まえ　指定の更一

口1略】一

口1都道一府県1－t．一堕更新の推割迦、推
　道のイ「輌期間の満一一rする日亘靖計年の1臼月末までに専一別途定める

　蔚苔一を曜生労働大臣に提出すること、
　　1≠‘お一1辱き1よτソ｝ 〔2｝ 1二規定：一

Cーの上　指

一指定更　椎

L既に塾がん鰍拠点病院の指定を受けている鰍鯛の聖扱いにつレ1て
　　　‘13　8月30日健　 865　生　 『健　　　知の1』葡　　が
ん　点一■の　にす　 に基づき．　がん診簾槌点病院の指定を
受けている医療機関（以ド』「既指定病院一というけにあ弓ては、塾生
且且垂までの問に限り，室指針駕める埋藍がん診療連携拠点病院として推重を
受けているものとみなす、

2

3

指定の推薦手続き等について
Ul都道府県は丁［のilこ基づく指定の推薦にあた月ては，推薦意見書を添付
　の上．毎年lo月末までに別途定めるr新規面一を厚生労働人臣血
　て提出する二と、
　一また．地域がん診療連携拠一且病院を都道府県がん診療連携拠点病院二道亙

　継掛合も，1同様塑とする■一
〔21がん診療連携拠点病院は，　・2　　一する日の前の10束まで一
　に別途虐める「現況軽告書1を　■　■　を　一由の上　厚生労働大臣に提出ず

　ること。
指定の更新について
U〕［の1の指定は，4年ごとにその更新を受けなければ，モの期間一盛⊆E一

・・w撒繰議襯馨：
　る．

131121の場合において．梢定の更新がされたときは、モの指定の有効期間
　は，従前の指定の有効期間の澗丁の日の翌日から起算するものとする、

（傭灘譜羅耀脅、。篶纏欝聾
　途定める1指定更新推薦書』を厚生労働大臣虹提出する二と，

拠鰻登驚鱗鱗難羅1
．3．



r5i　［一つτ、豊1亙2qF一び1二日オーらBrま一〇置〕地走『よ　 『上■ @の一　の一　　1こつレ一一〔準

並4　指針の見直三“につ一■一一て　　謎一1蚕一rFl長は．がん葬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3項の

　定にい／一がん対策　　本計画が・更された　　　の一の’』があると認杓る
　一“一合には　ニポー｝指針を見直すことがでキるもの～する

　＝一の指看トは　 1二年覧20年4月1　オ・ら　一一する一ただし　 肝θ一一呂の　一1　の血

茂ぴπ一一一〕ヨ“り〔巳　の画についてば　平r22　4月1一から一　　　また

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L目から　行ずる

5　施行糊「1

L
　　巨〇一一iσ1　11言 の一呈σ＝ウ1二つ：．一一て一ユ　平』24　－4

　一　■　一　一　一

提出するエと、

4　指針の括直しについて

5　施行期日
　革　針1オ　 ．成18　－4　i目から　一する

水 。浬
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